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2006年度上期不動産売買実態の概要 
株式会社都市未来総合研究所の調査によると、２００６年度上期(２００６年４月１日～２００６年９月

３０日)に、土地・建物等所有不動産の売却を公表した企業は３１４社(６１４物件)、土地・建物売

却額は１兆９,５７３億円でした。

以下、上場企業等の土地・建物の売買実態の概要をご紹介します。

不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因不動産売却事例の増加はJ-REIT上場時の取得が要因

2006年度上期の売却件数は614件、売却額
は1兆9,573億円と前年度上期（525件、1兆
8,898億円）に比べ、件数は17.0％、売却額は
3.6％増加しました［図表1-1］。
［図表1-2］で買主が系列企業以外の売買事
例を業種別にみると、2006年度上期は「投資
目的法人」が58％と前年度（48％）に比べさら
に割合が拡大しました。今年度上期も前年度
と同じく7銘柄のJ-REITが上場し、それに伴

い物件取得の公表が行われたことが大きな要
因です。また、「SPC」（12％）がわずかに拡大
する一方、「建設・不動産」（20％）や「3業種以
外」（10％）の事業法人の割合は縮小しました。
「3業種以外」の事業法人の件数自体は横ば
いで推移してきました。2006年度上期も前年
度上期に比べわずかな減少にとどまってお
り、実物不動産も堅調に推移しているといえ
ます。

［図表1-1］不動産売買の推移
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［図表1-2］買主業種別件数割合の推移（系列企業は除く）
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売主業種別に件数割合の推移をみると、
｢SPC｣は41％と前年度（34％）に比べさらに拡
大しました［図表1-3］。
［図表1-2］をみると｢SPC｣は2004年度まで
買い手として大きな割合を占めてきました。
私募ファンド等がその当時取得した不動産を
J-REIT等に活発に売却するようになり、
2005年度以降は売り手の主役となっていま
す。
｢製造業･組立｣が12％と前年度（6％）に比べ
大幅に拡大しましたが、これは機械メーカー
が保有する販売・サービス施設をまとめて特
別目的会社に売却した事例の影響によるもの
と思われます。

［図表1-4］で譲渡損益と譲渡損の推移をみ
ると、2003、2004年度の譲渡純損益（譲渡益
と譲渡損の合計）は損失を計上しましたが、
2005年度は2,484億円の譲渡益に転じました。
2006年度上期の譲渡益は1,439億円と前年度
上期（1,993億円）に比べ減少しましたが、譲
渡損額も縮小したため、譲渡純損益は1,224
億円と前年度上期（1,078億円）よりも拡大し
ています。

｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に｢ＳＰＣ｣が最大の売り手に

［図表1-3］売主業種別件数割合の推移
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［図表1-4］譲渡損益の推移
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不動産売買実態調査は、「上場有価証券の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則（適時開示規則）」に
基づき東京証券取引所に開示されている固定資産の譲渡または取得などに関する情報や、新聞などに公表され
た情報から、上場企業等が譲渡・取得した土地・建物の売主や買主、所在地、面積、売却額、譲渡損益、売却
理由などについてデータの集計・分析を行っています。
なお、今回の集計にあたっては、開示後の変更や追加情報等に基づくデータの更新を行いました。
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※業種分類は下記のとおりです。（以下、同じ）
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従前用途別に件数割合の推移をみると、
｢賃貸不動産｣の割合が拡大を続け、2006年度
上期は71％に達しています［図表1-5］。
［図表1-6］で、建物付き売却不動産を建物
用途別に件数割合をみると、2006年度上期は
「住宅」（41％）、｢事務所ビル」（32％）ともに
2005年度とほぼ同じ割合でした。
立地別にみると、大阪圏とその他地域の割
合が拡大し、名古屋圏は横ばいでした。特に、
その他地域の割合は21％と前年度（17％）に比
べ4ポイント拡大し、不動産売買が三大都市
圏以外の地方都市においても活発になってき
た様子がうかがえます［図表1-7］。
［図表1-8］で売却価格規模別にみると、10
億円未満の割合が縮小傾向にある一方、10億
円以上50億円未満の割合が拡大傾向にあり、
2006年度上期は、10億円以上50億円未満
（46％）が10億円未満（39％）を上回りました。

［図表1-6］建物付き売却不動産の建物用途別件数割合の推移
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［図表1-5］売却不動産の
従前用途別件数割合の推移
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［図表1-7］立地別件数割合の推移 ［図表1-8］価格規模別件数割合の推移
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［図表1-9］流動化不動産の占める割合の推移 ［図表1-10］流動化不動産の建物用途別金額割合の推移
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ここでは、J-REITや私募ファンド等の投
資用が大きな割合を占める、流動化不動産の
動きについてみてみましょう。
売却不動産のうち流動化不動産の占める割
合の推移をみると、2006年度上期の件数割合
は67％、金額割合は78％とますます拡大して
います［図表1-9］。
流動化不動産を建物用途別にみると、件数
割合は｢住宅｣が最も大きく5割、｢事務所ビ
ル｣が3割を占めています。［図表1-10］でそれ
を金額別にみると、2004年度以降｢事務所ビ
ル｣が5～6割、｢住宅｣と｢商業施設｣が各2割程
度で推移しており、それぞれの用途が安定し
た投資対象として位置づけられていることが
うかがえます。
［図表1-11］をみると、2005年度に東京圏以
外に立地する流動化不動産の件数が急激に増
加しました。2006年度上期はその動きが加速

しており、特に三大都市圏以外の｢その他地
域｣の件数は76件と前年度の水準（81件）まで
増加しました。
［図表1-12］は、流動化不動産を価格規模別
にみたものです。［図表1-8］の全体の推移とは
異なり10億円未満の割合が拡大しています
が、これは事務所ビルに比べて1物件当たり
価格規模が小さい住宅の件数割合が拡大した
ことが大きな要因とみられます。
このように、J-REITや私募ファンド等の
投資対象不動産の用途は拡がり、立地は地方
都市に拡大している様子がうかがえます。

（以上、都市未来総合研究所 佐藤 泰弘）

流動化不動産とは
本調査では、SPCやSPT、投資目的法人等の

ビークル（器）に売却された不動産を｢流動化
不動産｣と定義しました。

※不明は除く
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最近の企業の土地取得動向について 
景気回復および企業業績の拡大などを背景に、企業の事業用などの不動産取得が増加しつつありま

す。本稿では、日本銀行から先頃公表された「短観（全国企業短期経済観測調査）」（以下、日銀短観）を

もとに、最近の企業の土地取得動向について紹介します。
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［図表2-1］土地取得額の増加率（対前年度比）

［図表2-2］土地取得計画額の毎回の調査にお
ける修正状況推移

日銀短観（下段の説明参照）をもとに企業に
よる土地（固定資産）の新規取得額の推移をみ
ると、［図表2-1］のように、平成15年度以降、
毎年度増加しています。四半期ごとに行われ
る同調査では、ある年度の土地取得額は、当
年3月から12月までの各調査では計画額、翌
年の3月調査では年度の見込額、次の6月調査
で年度の実績額が確定して公表されます。
平成16年度以降の各年度の土地取得額につ
いて、計画額が毎回の調査で修正されて6月
調査で実績額が確定するまでの推移をみる
と、［図表2-2］のように、各年度とも大幅に上
方修正されていることが分かります。
平成18年度については、3月調査の時点か
ら、計画額が前の二年度を上回っており、か
つ上方修正の幅も大きいことが特徴です。

平成19年6月調査で確定される平成18年度
の実績額は、（この勢いが大きく変わらない場
合は、）平成17年度実績額の対前年度増加率
（8.3％）を上回る水準に修正される可能性も
ありそうです。
次に、企業規模別に土地取得実績額の推移
をみると、次ページの［図表2-3］のように、
大企業および中堅企業は、概ね毎年度増加し
ています。中小企業については、平成16年度
から小幅減少が続いています。

資料：日本銀行「短観（全国企業短期経済観測調査）」
の各期調査結果を基に都市未来総合研究所作成
（以下、[図表2- 4］まで同じ。）

注：ある年度の新規土地取得額について、当年3月調査
から翌年6月調査まで四半期ごとに、各々の調査結
果における計画額または実績額を示した。

＜日本銀行「短観（全国企業短期経済観測調査）」について＞
・調査対象は資本金2千万円以上の企業約10,000社で、業種別･資本金階級別に母集団企業の中から一定基準で選定。

・金融機関やJ-REIT等の投資目的法人やSPCは含まない。調査は四半期ごとに実施され、最新の調査時点は平成18
年9月で、回答率は98.6％。調査の対象となる取得「土地」の科目は固定資産とし、棚卸資産は除く。

・上記の土地取得額は､企業が自計記入により回答した金額を業種別･資本金階級別に集計し､母集団推計値を算出したもの。

・平成18年度の土地取得額は企業の計画または見通し額。企業規模の定義は、大企業は資本金10億円以上、中堅企
業は資本金1億円以上10億円未満、中小企業は資本金2千万円以上1億円未満の企業とされている。
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製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加製造業や不動産業などで土地取得額が増加

土地取得額の推移を業種（大分類）別にみる
と、［図表2-4］のように、製造業が毎年度着実
に増加しています。また、近年の不動産市場の
活況等を背景として、不動産業が大幅に伸び
ています。不動産業を除く非製造業について
は、平成16年度から小幅減少が続いています。

以上のように、日銀短観の今年9月調査ま
での結果をみるかぎりでは、企業規模や業種
別、さらに個別企業ごとに相違はあるものの、
全体としては企業の事業用などの新規土地取
得額が増加しているといえます。

（以上、都市未来総合研究所　池田 英孝）

［図表2-3］企業の土地取得額の推移（企業規模別）

注：平成16、17年度は、当年9月調査での計画額と翌年6月調査での実績額を比較の為に並べて図示した。

注：業種分類は、日本標準産業分類に基づいて日本銀行が設定した30業種。不動産業は金額の規模が相対的に大きい
ため、他の非製造業と区別して図示した。平成16、17年度は、当年9月調査での計画額と翌年6月調査での実績額
を比較の為に並べて図示した。

［図表2-4］企業の土地取得額の推移（業種別）
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Monthly WatcherMonthly WatcherMonthly Watcher 首都圏分譲マンションの価格動向

資料：図表1、2ともに不動産経済研究所データより都市未来総合研究所作成

2年ほど前からマンション用地の仕入競
争が激しくなり、用地価格が上昇していま
す。今年は取得価格の上昇した用地の多く
が事業化・販売される時期にあたり、既に
都心部を中心に、取得価格上昇分が分譲価
格に反映された事例がみられるようです。
［図表1］は、マンション販売単価を東京
駅からの距離圏別で6ヶ月移動平均推移を
みたものです。東京都心部に相当する0～
10km未満圏では、2002年5月を底に、若
干の上下変動はあるものの右肩上がりに
推移していることがわかります。10km以
上の距離圏では現在のところほぼ横ばい
に推移しています。
現在大量供給エリアとして注目されて
いる江東区（最寄駅より徒歩10分以内）の
平均単価の分布をみても、今年（2006年1
～8月）発売の物件は、2004年、2005年の
物件に比べ、単価の高い事例が多い傾向
がうかがえます［図表2］。

（以上、都市未来総合研究所　浦上 健）

［図表2］江東区における物件別
平均坪単価・平均価格の分布

＜江東区最寄駅徒歩10分以内＞ 
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［図表1］首都圏・距離圏別の分譲マンション販売坪単価の推移（6ヶ月移動平均推移）
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